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第22回社会保障審議会・少子化対策特別部会報告


日時： 2009年2月24日（火）13:00～15:00

場所： 三田共用会議所
出席者： ＜委員＞ 大日向恵泉女学園大学教授（部会長）、篠原・連合生活福祉局長、岩淵・東北福祉大学教授、岩村・東京大学教授、内海・吉村小児科院長、清原・三鷹市長、駒村・慶應大学教授、庄司・立教大学教授、宮島日本テレビ報道局解説員、山縣・大阪市立大学教授、吉田「遊育」代表取締役
＜参考人＞今村・経団連経済第三本部長（福島委員代理）
＜事務局＞ 村木厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、北村審議官他

議題： 第1次報告（案）

昨年12月9日及び16日に、第1次報告案について議論し、同部会ではすでに大方の合意を得ることができた。しかし、並行して開催されてきた「保育事業者検討会」では、保育3団体（全国私立保育園連盟、全国保育協議会、日本保育協会）の反発が大きく、政府の「2008基本方針」が求めていた「2008年内中のとりまとめ」は見送られた。今年に入り、「保育事業者検討会」を2月16日及び24日に開催するなど、事業者との話し合いを重ねた結果、骨格を変更することなく、第1次報告のとりまとめにいたった。
第1次報告は、様々な支援策の「包括化・体系化」、「普遍性」（誰もがどこに住んでいても、必要なサービスを選択・利用できる）、「連続性」（切れ目のない支援）を基本要素とし、新たな次世代育成支援のための制度設計に向けた考え方を示した。保育については、
① 市町村が、客観的に保育の必要性・量（時間）を判断し、「認定証明書」を交付する（例外のない保育保障）。給付上限量は、たとえば週当たり2～3区分程度を月単位で判断。
② 市町村に、公的保育が着実に実施されるための実施責務を法制度上課す。
③ 保育所に、応諾義務と優先的に利用確保されるべき子どもの優先受入義務を課す。 
④ 「市町村が利用者と保育所に対し、公的責任を果たす枠組みの中で」、利用者が保育所と「公的保育契約」を結ぶ。
⑤ 市町村は、客観的に最低基準を満たす事業者に対しては、保育費用の支払い義務を負う。（費用の支払い方法や利用料の徴収については、今後検討する。）
こととしている。
篠原委員（連合生活福祉局長）は、
① 保育の質を向上していくためには、保育労働者の労働条件の改善が不可欠。運営費の株主配当等への流用については、今後慎重に検討していくべき。
② 働き方の見直しと保育等の社会的基盤の整備は、片方がもう片方の不十分さを補う関係にあるが、「保育を拡充するから、働き方の見直しは必要ない」というのではなく、両方ともすすめていくべきである。
③ 例外なく保育の必要な子どもには保育を保障し、最低基準を満たす事業者は例外なく費用支払いの対象とすると、財政負担は膨大に膨れる。消費税が上がらなければ、保育サービスの拡充はできないというのではなく、国と地方の負担、事業主負担、本人負担を含めて、今後具体的に議論していく必要がある。
と主張した。

その他の主な意見は次のとおり。
＜清原委員＞
- 子どもの視点に立って、保護者のニーズの多様性に対応するための基盤整備をするべき。
- 法律によって市町村の保育実施義務を課せられることを歓迎する。責任を強く感じる。公立保育所の一般財源化の見直し等、財源のあり方を検討するべき。
＜山縣委員＞
- 行政、保育所だけでなく、保護者の責務を明確にするべき。三者による連携が必要。 
＜岩村委員＞
- 「事業者検討会」の意見（修正案）をそのまま報告案に反映する進め方には疑問がある。
＜駒村委員＞
- 新規参入を促進していくべきであるが、安易に規制緩和するのではなく、優良な事業者だけが参入だきるよう規制は強化するべき。
＜今井参考人＞
- 多様な事業者の参入を促進するべき。そのためには、運営費の使途の柔軟性を高めるべき。
　
今後は、法改正に向けて具体的な制度設計について検討するとともに、財源の問題も検討する。次回の開催時期については未定。
